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ＤＰＣ対象病院の合併に係る報告について 

 
１．概要 

 

○ ＤＰＣ制度においては、ＤＰＣ対象病院に合併の予定があり、合併後もＤ

ＰＣ制度への継続参加を希望している場合は、ＤＰＣ制度への継続参加の

可否について中央社会保険医療協議会において審査及び決定することとな

っている。 

 

○ 今回は５件の合併案件について審査を行い、全て承認とされた。 

 

○ ３件（今村病院分院、新武雄病院、大隅鹿屋病院）については、手続きの

遺漏を認めた。これを受けて、手続き遺漏の際の対応等についてＤＰＣ分科

会において議論を行った。 
 

２．個別審査 
 

（１）脳神経センター大田記念病院等 

 

 ○ 当該病院より、平成 29 年 10 月 1 日に病院合併の予定があり、合併後の

病院においても、ＤＰＣ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「Ｄ

ＰＣ対象病院等の合併に係る申請書」が提出された。 

 

 ○合併前病院から提出された合併に係る「申請書」で確認した合併後病院の

状況は以下の表のとおりである。 

 

合併前病院① 合併前病院② 合併後病院 

脳神経センター 

大田記念病院 
福山泌尿器病院 

脳神経センター 

大田記念病院 

保険医療機関の所在地 
広島県福山市沖野

上町 3-6-28 

広島県福山市沖野

上町 3-1-17 

広島県福山市沖野

上町 3-6-28 

所属する医療圏 福山・府中医療圏 福山・府中医療圏 福山・府中医療圏 

総病床数（予定） 178 床 35 床 213 床 

ＤＰＣ算定病床数（予定） 99 床 0 床 134 床 

入院中患者の引継ぎ ― ― 有 

病院職員の引継ぎ ― ― 有 

届出（予定）入院基本料 一般（7対 1） 一般（10対 1） 一般(７対 1) 

A207 診療録管理体制加

算の届出（予定） 
有 無 有 

中 医 協  総 － ５ 
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ＤＰＣ調査への適切な参

加（予定） 
有 ― 有 

適切なコーディングに関

する委員会の設置（予定） 
有 無 有 

合併前の主たる病院がＤ

ＰＣ対象病院であること 
○ ― ― 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 無 ― 

直近１年間のデータ／病

床比１か月あたり 
０．８７５以上 ― ― 

 

○ 審査結果は以下の表のとおりである。 

名 称 所在地 審査結果 

脳神経センター大田記念

病院 

広島県福山市沖野上町 3-6

-28 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める。 

 

 

（２）株式会社日立製作所日立総合病院等 

 

 ○ 当該病院より、平成 29 年 10 月 1 日に病院合併の予定があり、合併後の

病院においても、ＤＰＣ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「Ｄ

ＰＣ対象病院等の合併に係る申請書」が提出された。 

 

○ 合併前病院から提出された合併に係る「申請書」で確認した合併後病院の

状況は以下の表のとおりである。 

 

合併前病院① 合併前病院② 合併後病院 

株式会社日立製作所

日立総合病院 

株式会社日立製作所

多賀総合病院 

株式会社日立製作所

日立総合病院 

保険医療機関の所在地 
茨城県日立市 

城南町 2-1-1 

茨城県日立市 

国分町 2-1-2 

茨城県日立市 

城南町 2-1-1 

所属する医療圏 日立医療圏 日立医療圏 日立医療圏 

総病床数（予定） 503 床 148 床 651 床 

ＤＰＣ算定病床数（予定） 503 床 0 床 503 床 

入院中患者の引継ぎ ― ― 有 

病院職員の引継ぎ ― ― 有 
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届出（予定）入院基本料 一般（7対 1） 回復期リハ 
一般(７対 1)・回復

期リハ 

A207 診療録管理体制加

算の届出（予定） 
有 無 有 

ＤＰＣ調査への適切な参

加（予定） 
有 ― 有 

適切なコーディングに関

する委員会の設置（予定） 
有 無 有 

合併前の主たる病院がＤ

ＰＣ対象病院であること 
○ ― ― 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 無 ― 

直近１年間のデータ／病

床比１か月あたり 
０．８７５以上 ― ― 

 

○ 審査結果は以下の表のとおりである。 

名 称 所在地 審査結果 

株式会社日立製作所日立

総合病院 
茨城県日立市城南町 2-1-1 ＤＰＣ制度への継続参加を認める。 

 

 

（３）今村病院分院等 

 

 ○ 当該病院より、平成 29 年６月 1日に病院合併の予定があり、合併後の病

院においても、ＤＰＣ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「Ｄ

ＰＣ対象病院等の合併に係る申請書」が提出された。 

 

○ 合併前病院から提出された合併に係る「申請書」で確認した合併後病院の

状況は以下の表のとおりである。 

 

合併前病院① 合併前病院② 合併前病院③ 合併後病院 

今村病院分院 
整形外科横峯

病院 

アリーナサイ

ド牧医院 
今村総合病院 

保険医療機関の所在地 

鹿児島県鹿児

島市鴨池新町 

11-23 

鹿児島県鹿児

島市松原町 13

-27 

鹿児島県鹿児

島市永吉町 2-

11-1 

鹿児島県鹿児

島市鴨池新町 

11-23 
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所属する医療圏 
鹿児島市 

医療圏 

鹿児島市 

医療圏 

鹿児島市 

医療圏 

鹿児島市 

医療圏 

総病床数（予定） 293 床 38 床 19 床 350 床 

ＤＰＣ算定病床数（予

定） 
217 床 0 床 0 床 274 床 

入院中患者の引継ぎ ― ― ― 有 

病院職員の引継ぎ ― ― ― 有 

届出（予定）入院基本料 

一般（7対 1）・

回復期リハ・ 

精神 

療養 休床中 

一 般 ( ７ 対

1)・回復期リ

ハ・精神 

A207 診療録管理体制加

算の届出（予定） 
有 無 無 有 

ＤＰＣ調査への適切な

参加（予定） 
有 ― ― 有 

適切なコーディングに

関する委員会の設置（予

定） 

有 無 無 有 

合併前の主たる病院が

ＤＰＣ対象病院である

こと 

○ ― ― ― 

直近１年間の継続した

ＤＰＣデータの提出 
有 無 無 ― 

直近１年間のデータ／

病床比１か月あたり 

０．８７５以

上 
― ― ― 

 

○ 審査結果は以下の表のとおりである。 

名 称 所在地 審査結果 

今村総合病院 
鹿児島県鹿児島市鴨池新

町 11-23 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める。 
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（４）新武雄病院等 

 

 ○ 当該病院より、平成 29 年８月 1日に病院合併の予定があり、合併後の病

院においても、ＤＰＣ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「Ｄ

ＰＣ対象病院等の合併に係る申請書」が提出された。 

 

○ 合併前病院から提出された合併に係る「申請書」で確認した合併後病院の

状況は以下の表のとおりである。 

 

合併前病院① 合併前病院② 合併後病院 

新武雄病院 大町町立病院 新武雄病院 

保険医療機関の所在地 
佐賀県武雄市武雄

町大字富岡 12628 

佐賀県杵島郡大町

町大字大町 8878-1 

佐賀県武雄市武雄

町大字富岡 12628 

所属する医療圏 南部医療圏 南部医療圏 南部医療圏 

総病床数（予定） 135 床 60 床 195 床 

ＤＰＣ算定病床数（予定） 135 床 0 床 195 床 

入院中患者の引継ぎ ― ― 有 

病院職員の引継ぎ ― ― 有 

届出（予定）入院基本料 一般（7対 1） 一般（15対 1） 一般(７対 1) 

A207 診療録管理体制加

算の届出（予定） 
有 有 有 

ＤＰＣ調査への適切な参

加（予定） 
有 ― 有 

適切なコーディングに関

する委員会の設置（予定） 
有 有 有 

合併前の主たる病院がＤ

ＰＣ対象病院であること 
○ ― ― 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 無 ― 

直近１年間のデータ／病

床比１か月あたり 
０．８７５以上 ― ― 
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○ 審査結果は以下の表のとおりである。 

名 称 所在地 審査結果 

新武雄病院 
佐賀県武雄市武雄町大字富

岡 12628 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める。 

 

（５）大隅鹿屋病院等 

 

 ○ 当該病院より、平成 29 年４月 1日に病院合併をし、合併後の病院におい

ても、ＤＰＣ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「ＤＰＣ対象

病院等の合併に係る申請書」が提出された。 

 

 ○ 合併前病院から提出された合併に係る「申請書」で確認した合併後病院

の状況は以下の表のとおりである。 

 

合併前病院① 合併前病院② 合併後病院 

大隅鹿屋病院 垂水徳洲会病院 大隅鹿屋病院 

保険医療機関の所在地 
鹿児島県鹿屋市 

新川町 6081-1 

鹿児島県垂水市 

田神字河崎 12-2 

鹿児島県鹿屋市 

新川町 6081-1 

所属する医療圏 肝属医療圏 肝属医療圏 肝属医療圏 

総病床数（予定） 313 床 78 床 391 床 

ＤＰＣ算定病床数（予定） 223 床 0 床 265 床 

入院中患者の引継ぎ ― ― 有 

病院職員の引継ぎ ― ― 有 

届出（予定）入院基本料 
一般（7対 1）・ 

障害者 

一般（13対 1）・ 

療養 

一般(７対 1)・障害

者・療養 

A207 診療録管理体制加

算の届出（予定） 
有 無 有 

ＤＰＣ調査への適切な参

加（予定） 
有 ― 有 

適切なコーディングに関

する委員会の設置（予定） 
有 無 有 

合併前の主たる病院がＤ

ＰＣ対象病院であること 
○ ― ― 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 無 ― 
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直近１年間のデータ／病

床比１か月あたり 
０．８７５以上 ― ― 

 

○ 審査結果は以下の表のとおりである。 

名 称 所在地 審査結果 

大隅鹿屋病院 
鹿児島県鹿屋市新川町 608

1-1 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める。 

 

 

【参考】 ＤＰＣ制度への継続参加要件について 

ＤＰＣ対象病院の合併後、分割後以降のＤＰＣ制度への継続参加に原則とし

て必要な要件は以下のとおりである。 

合併又は分割に係る基準 

○ 合併前の主たる病院がＤＰＣ対象病院であること。 

○ 申請の直近1年間以上にわたり継続してＤＰＣデータが提出されている

こと。 

○ 申請の直近 1年間のデータ／病床比が１月あたり０．８７５以上である

こと。 

※審査の観点 

○ 合併・分割前の病院と後の病院で、入院している患者や勤務してい 

る職員等の引き継ぎ状況の観点から、病院の機能・診療実態等につい 

て一定の連続性が認められること。 

○ 合併・分割後の病院がＤＰＣ対象病院の基準を継続的に満たすことが 

期待されること。 

① 7 対 1 又は 10 対 1 入院基本料の届出 

② A207 診療録管理体制加算の届出 

③ ＤＰＣ調査への適切な参加が可能 

④ データ／病床比が１月あたり０．８７５以上  
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平成 28 年３月 25 日保医発第 0325 第７号 

「ＤＰＣ制度への参加等の手続きについて」（抜粋） 

 

第１ ＤＰＣ対象病院 

（略） 

３ ＤＰＣ対象病院の合併又は分割について 

(１) ＤＰＣ対象病院の合併について 

ＤＰＣ対象病院が、ＤＰＣ対象病院等（ＤＰＣ制度参加病院以外を含む）と合併の予定

があり、合併後もＤＰＣ制度への継続参加を希望している場合は、合併（予定）年月日の

６か月前までに、別紙２「ＤＰＣ対象病院等の合併に係る申請書」及び別紙３「ＤＰＣ対

象病院等の合併に係る申請書（別紙）」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働

省保険局医療課長に提出すること。 

(２) ＤＰＣ対象病院の分割について 

ＤＰＣ対象病院が分割の予定があり、分割後もＤＰＣ制度への継続参加を希望している

場合は、分割（予定）年月日の６か月前までに、別紙４「ＤＰＣ対象病院等の分割に係る

申請書」及び別紙５「ＤＰＣ対象病院等の分割に係る申請書（別紙）」を地方厚生（支）

局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出すること。 

(３) ＤＰＣ制度に継続参加を希望する場合は、合併又は分割の対象となる病院全てが、原

則として以下の基準を満たしていること。 

① 合併の場合は、合併前の主たる病院がＤＰＣ対象病院であること。 

② 申請の直近１年以上、継続してデータが提出されていること。 

③ 申請の直近１年の（データ／病床）比が１か月あたり0.875以上であること。 

(４) 合併又は分割に係る申請の審査について 

（１）又は（２）の申請書が提出された場合は、（３）に掲げる基準及び申請書の記載

内容からＤＰＣ制度への継続参加の可否について中央社会保険医療協議会において審査及

び決定することとする。申請が認められた場合は、合併又は分割後もＤＰＣ対象病院とし

てＤＰＣ制度に継続参加するものとする。 

(５) 申請が認められなかった場合について 

申請が認められなかった病院は、合併又は分割年月日にＤＰＣ制度から退出するものと

する。この場合、当該病院は別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）

局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出すること。（合併又は分割年月日

の前々月の初日以降新たに入院する患者から医科点数表による算定を行うものとする。） 

(６) 審査後の決定内容は、当該病院に通知するものとし、通知した決定に不服がある病院

は、１回に限り別紙９に定める「不服意見書」を厚生労働省保険局医療課長に提出するこ

とができるものとする。この場合、提出された不服意見書を踏まえ、中央社会保険医療協

議会において再度審査を行い、申請内容の可否を決定するものとする。また、当該審査の

中医協 退－１（参考６） 

２ ９ ． ５ ． １ ７ 
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内容については必要に応じ、厚生労働省保険局医療課より中央社会保険医療協議会に報告

を行うものとする。 

(７) 申請が認められた病院であっても、以下の基準を満たしていないことが確認された場

合は、確認された月の４か月後の初日にＤＰＣ制度から退出するものとする。 

① 合併又は分割年月日の直近１年間のデータが遅滞なく提出されていること。 

② 合併又は分割年月日の直近１年間の（データ／病床）比が１か月あたり0.875以上で

あること。 

③ 合併又は分割後、６か月以上のデータが遅滞なく提出されていること。 

④ 合併又は分割後、６か月の（データ／病床）比が１か月あたり0.875以上であること。 

この場合、当該病院は別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）

局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出すること。なお、第２の１の（１）

の基準を満たしており、別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」と併せて、別紙11

「ＤＰＣ準備病院届出書」及び別紙12「ＤＰＣ準備病院届出書（別紙）」を提出した場合

は、ＤＰＣ準備病院となることができる。 

（略） 
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DPC 対象病院の「合併」「分割」の定義等について 

 

 

 

○ DPC 制度においては、病院の合併または分割前後で DPC 対象病院としての

要件を満たすことができなくなる可能性があるため、合併または分割後も

DPC制度へ継続参加を認めるかについて退出等審査会において審査を行っ

ている。 

 

○ 今般、退出等審査会における審査の必要性を認識せず、本来６ヶ月前まで

に必要であった申請を行っていなかった医療機関があり、平成 28 年４月

27 日の中医協において退出等審査会が審査する合併（以下、「合併」とい

う）の定義を明確化するべきとの指摘があった。 

 

※ なお、DPC 制度における手続き遺漏の際の対応については、同日の中

医協において DPC 評価分科会で今後検討を行うこととされた。 

 

○ 以上を踏まえ、合併の定義を以下の通り明確化することとしてはどうか。

また、併せて退出等審査会が審査する分割（以下「分割」という。）の定

義も明確化することとしてはどうか。 

 

○ さらに、「退出等審査会」の名称についても「合併・退出等審査会」とす

ることとしてはどうか。 

 

 

  

中医協 退－１（改） 

２ ８ ． ６ ． ２ ２ 

中 医 協  総 － ６ 

２ ８ ． ７ ． ２ ７ 

中医協 退－１（参考７） 

２ ９ ． ５ ． １ ７ 
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合併の定義（案） 

○ 合併とは、 

 複数の DPC 対象病院等（DPC 制度参加病院以外を含む。）が医療法

上の許可病床の増減（廃止、新設を含む）に関わる届出を提出した

場合において、当該病院の合計数が減少すること 

※ DPC 準備病院は上記の定義に準ずる 

 

分割の定義（案） 

○ 分割とは、 

 DPC 対象病院が医療法上の許可病床の増減（廃止、新設を含む）に

関わる届出を提出した場合において、 DPC 対象病院等（DPC 制度参

加病院以外を含む。）の合計数が増加すること 

※ DPC 準備病院は上記の定義に準ずる 

 
  



 
 

12 
 

ＤＰＣ合併・退出等審査会 委員名簿 

    

代表区分 氏 名 役 職 名 

支払側委員 

 森 俊和  全国健康保険協会理事 

 幸野 庄司  健康保険組合連合会理事 

診療側委員 

 松本 純一  日本医師会常任理事 

 万代 恭嗣  日本病院会常任理事 

公益委員 

 中村 洋  慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授 

◎ 田辺 国昭  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 野口 晴子  早稲田大学政治経済学術院教授 

◎審査会長 
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ＤＰＣ合併・退出等審査会運営要綱 

 

 

 

（所掌事務）  

第１条 ＤＰＣ合併・退出等審査会（以下「審査会」という。）は、ＤＰＣ制度に参加する

医療機関の、合併、分割以降のＤＰＣ制度への継続参加の申請及び特別の理由により

緊急に退出する必要がある場合に、中央社会保険医療協議会総会の委任を受け、ＤＰ

Ｃ制度への継続参加の申請及び退出の可否について、審査・決定を行う。 

 

（組織）  

第２条 審査会は、次に掲げる委員７名をもって組織する。 

一 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第一号に掲げる委員

のうち２名 

二 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第二号に掲げる委員

のうち２名 

三 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第三号に掲げる委員

のうち３名 

  ２ 委員長は前項第三号に掲げる委員の中から互選により選出する。 

  ３ 委員長は審査会を総理し、審査会を代表する。 

  ４ 委員長に事故があるときは、予め委員長が指名する委員が、その職務を代行する。 

 

（定足数） 

第３条 審査会は、第２条第一項各号に揚げる委員各１名以上を含む委員の２分の１以上の

出席がなければ会議を開き、意見の確認を行うことができない。ただし、第５条に規

定する意見書の提出があった委員は出席したものとみなす。 

 

（審査の議決） 

第４条 審査会の議事は、委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

 

（欠席委員の意見提出） 

第５条 委員は、やむを得ない理由により出席できない場合は、当該議題について、予め意

見書を提出することができる。 

 

（開催） 

第６条 審査会は、必要に応じて開催するものとする。 
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（審議の公開）  

第７条 審査会は非公開とする。  

 

（審査結果の通知、不服意見書） 

第８条 審査結果は、申請のあった医療機関に通知するものとする。 

  ２ 当該医療機関は、審査会の審査結果に不服がある場合は、１回に限り不服意見書を

提出することができる。 

 

（再審査） 

第９条 不服意見書が提出された場合は、再審査を行うこととし、審査結果を当該医療機関

に通知するものとする。 

 

（報告） 

第10条 委員長は、審査結果を中央社会保険医療協議会総会に報告することとする。 

 

（庶務）  

第11条 審査会の庶務は保険局医療課において処理する。  

  

 （補足）  

第12条 この要綱に定めるもののほか、審査会の議事運営に必要な事項は委員長が定める。  

  

   附 則  

 この要綱は平成２３年１２月１６日から施行する。 

 

附 則（所掌事務、定足数の変更） 

この要綱は平成２６年１月１日から施行する。 

 

附 則（名称の変更） 

この要綱は平成２８年７月２７日から施行する。  


